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 報告 
 基礎自治体における学校給食費の公会計化導入に関する事例研究 
 ―教育政策企画立案者へのインタビュー調査を素材として― 
 伊田義信 
 森ノ宮医療大学　保健医療学部看護学科 
 要　　旨 
 　教育政策に関しては、2000年の地方分権化以降、設置者主義が進み、地域のことは地域で進めることが求
められ、市町村レベルでの政策の企画立案及び実施の幅が大きくなってきている。基礎自治体でも教育政策
の立案・実施能力が求められるようになった。このようなことから、自治体における教育政策の形成過程に
関する問題意識も高まっている状況である。また、教育行財政の中で、学校給食費については、未納問題や
負担軽減の観点から公会計化を導入する自治体が少しずつ増えている現状にあり、今後も検討が進むことに
なると予想される。 
 　そこで、本研究では、ひとつの基礎自治体における学校給食費の公会計化導入を中心的に担った企画担当
者へのインタビュー内容にもとづいて、個別自治体の公会計化導入プロセスを整理し、基礎自治体における
教育政策形成過程を検討することとした。 
 　その結果、学校給食費の公会計化が教育政策として創発する要因として、①プロジェクト・チームの設置
による市全体の取り組みになること、②学校給食費公会計化を必要とする社会的背景があること、③市にお
ける隣接事業との関係があること、④教育政策に関係するアクターの関わりが良好であること、などの知見
が得られた。 
 　今後の課題としては、インタビュー内容を補強することにより、教育政策として創発した要因を精査した
いと考えている。 
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 1　はじめに 
 　学校給食は、学校給食法第四条に「義務教育諸学校の設置者は、当該義務教育諸学校において
学校給食が実施されるように努めなければならない」と規定されており、学校設置者が実施する
ものであり、その事務も設置者が処理するのが本来の姿である。しかし、現在も多くの自治体で
は、給食費を学校ごとの私会計として対応している現状にある。 
 　ところが近年、学校給食費の会計業務に関して、給食費の未納問題や教員の負担軽減等の観点
から学校給食費等の学校徴収金会計業務の見直しと改善に言及されるようになってきた 注1） 。ま
た、地方自治法にもとづく適正な会計処理の観点からも私会計に疑念が指摘されるようになって
きた。 
 　このような環境変化の中、学校給食費を自治体の公会計として予算に組み込み、自治体が徴収
し執行するという公会計化を進めている自治体が近年増加している。公会計化に向けた自治体の
取組は、今後、全国的に広がりを見せると思われる。ただし、その取り組みは、基礎自治体に委
ねられているのが現状であり、具体的な先行事例等からそのプロセスを記した論文は少ない。 
 　そこで、本稿では、ある基礎自治体（以下「A市」とする）における学校給食費の公会計化導
入の過程を、公会計化を企画立案したY氏へのインタビューに基づいてまとめ、そのプロセスと
施策の特徴を明らかにする。 
 　また、地方分権化以降、基礎自治体における教育政策の形成過程に関する問題意識も高まって
いる状況の中、A市における学校給食費の公会計化導入を例に、自治体レベルにおける教育政策
の企画立案から立ち上げまでの「創発」について、それを可能とした条件についても考察する。 
 2　調査の目的とA市の概要 
 　本調査は、A市における学校給食費の公会計化の企画立案者へのインタビューによって公会計
化という教育政策の検討過程を整理することを目的とするものである。 
 　インタビューは、2017年8月に実施した。インタビュー対象のY氏は、A市に設置された「学
校給食費の公会計化に係るプロジェクト・チーム（以下「PT」とする）」のリーダーとして公会
計化に向けた取り組みを中心的に担った人物である。インタビューにあたっては、市役所内のY
氏の執務室において行い、趣旨説明とともにインタビューデータの使用については研究目的以外
には使用しないこと、個人情報保護のこと、公開できる範囲の情報提供を依頼する等の説明を行っ
た。事前に配布していた質問項目に沿って聞き取りを行い、内容は録音により記録した。 
 　なお、本調査は、森ノ宮医療大学学術研究センター研究倫理審査部会にて承認を受けて実施し
た（承認番号：2017 ― 090）。また、本調査における利益相反はない。 
 　本稿では、Y氏が公会計化を企画立案した契機や背景について述べるとともに、2013年度から
2014年度までの2年間の検討過程とPTのリーダーとして公会計化の企画において留意したこと
等について整理して論じる。 
 　また、対象としたA市は、人口10万人、都市部にある住宅都市である。小学校8校、中学校3
注1） 文部科学省は、平成28年6月13日「次世代の学校指導体制にふさわしい教職員の在り方と業務改善の
ためのタスクフォース」による報告書「学校現場における業務の適正化に向けて」の中で「教員の負
担軽減等の観点から学校給食費等の学校徴収金会計業務を、学校の教員ではなく、学校を設置する地
方自治体が自らの業務として行うための環境整備を推進」することを打ち出した。
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校を設置している。A市の学校給食は、公会計化導入を検討していた当時（2013年）は、小学
校のみの実施であった。全校が自校調理方式で、学校栄養士と市費負担での栄養士を全校に1名
配置しており、学校給食に対する市民の評価は高い。一方で中学校給食については、2015年10
月からの校舎の建て替えとセットで順次実施することとなっていた。 
 　学校給食費公会計化については、A市では、2013年11月にPTを設置し検討を開始した。翌
2014年7月にはPTが報告書を提出し、同年9月に教育委員会内に公会計化検討委員会が設置さ
れ具体的な作業に移った。そして、2015年10月に1校目の中学校給食実施に合わせて公会計化
が試行された。さらに、2016年度から小学校8校において公会計化が実施された。企画から実施
まで3年弱の期間の中で進められている。 
 3　インタビュー内容 
 　Y氏からは、学校給食費公会計化のプロセスとその特徴について、上記の方法に基づいて、聞
き取りを行った。以下、項目立てによる整理をして、Y氏の発言内容について論述する。 
 （1）プロセスについて 
 　Y氏が財政課に在籍していた当時（2002年～2008年）、A市は阪神淡路大震災後の財政再建に
向けた行政改革の時期であったため、新たな事業に対して経費をかけることはできない時期で
あった。当時、学校給食費の取り扱いについては、私会計自体が問題視されることはなく、何ら
かの表面的な問題があるわけでもなかった。そのため、行革を推進しなければならない時期にお
いては、公会計化についての優先順位は高いわけではなかった。 
 　学校給食費への関心は、財政部局としての視点で見たときに、「なぜ決算報告のどこにも載っ
てないのか」という疑問から始まった。2002年当時から、予算決算という市の財政全体を見る
ときに、給食に関する運営費は出てくるが、給食の食材に関わる経費が表面に出てきておらず、
外部が把握できない状況に疑問があった。なぜなら、一方では、保育所の保育料には給食代も含
まれており、保育料は自治体の公会計で処理されているからである。学校給食費が私会計である
ことについて調べると、学校の会計の中で処理をしているために市の歳入歳出には上がってこな
いことが分かった。 
 　2004年度ごろから、他の自治体でも公会計化を実施する団体が出てきた。給食費の未納・未
収という問題が全国的にも取り上げられ、社会問題化していった時期であり、その問題への対応
として一部の自治体が公会計化を進め始めたのである。A市においても、給食費の未納問題につ
いては議会でも取り上げられた。そういう状況の中で、保護者から食材費として徴収されている
学校給食費に掛かる億単位の大きな金額が公的に市民の目に届かない状況に疑念を持ち、制度上
可能であれば、公会計化すべきであるとの考えを持つようになった。 
 　2009年から教職員課長として教育委員会に在籍（～2010年）したことも、学校給食費のこと
を考える機会になった。 
 　教職員課長として学校現場を見たとき、教員の事務が多忙である実態から、会計事務に関して
次の2点が気になった。1点目は、教職員の煩雑な業務の中に給食会計が含まれていたことである。
給食費の徴収・滞納を含めた進行管理業務、業者に支払う高額な小切手作成業務など学校給食会
計に関する事務もすべて教職員の業務となっていたのである。2点目は、現金を管理する際のリ
スク管理のことである。例えば、切手を買いだめして保管している場合など、切手という形にか
えて現金化されていることになるが、学校現場では市役所などと比べて現金の扱い方やその管理
の仕方の意識が低い部分があった。教職員課長の立場になり、両方をあらためて認識することに
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なった。 
 　学校給食会が管理する材料費についても、担当校長のハンコひとつで何億もの金が動く仕組み
になっているが、通常は何重にもチェックが入る仕組みになっていることと比べるとリスク管理
の面では不十分な仕組みであった。これは、A市だけの問題ではなく、いろいろな所で学校徴収
金に関して不祥事が起こっているが、仕組みの中にチェック体制の甘さがあることが、不祥事の
温床になるということである。当時、学校徴収金に関する不祥事が、近隣市でも起こっていた。
不祥事や問題事案についても、悪意を持ってやる場合とよく分からないままに、結果そうなって
しまったという場合がある。仕組みが不備なために問題事案につながるということは、最も避け
なくてはいけないことである。A市においては、会計処理において不祥事は、発生していなかっ
た。ただし、学校では会計処理が事務職員に任せきりになってしまう実態があったので、事務の
集中によるミスや不祥事を防ぐ観点からも「学校徴収金に関する規則」を策定したり、県費負担
教職員の人事と同様に市費負担で配置していた学校事務補助も固定せずに異動させたりした。学
校におけるお金の扱いの危機管理にもっと注力する必要があると考えたのであるが、このことは、
給食費の公会計化にもつながる問題意識である。 
 　また、教職員課長になってすぐのときに、ひとつの小学校で給食費の支出超過により不足した
問題が起こった。着服や流用などという不祥事という問題ではないが、進行管理が十分にできて
いない実態を目にしたのである。学校単位で会計処理をしていたから、その後の献立で執行経費
を抑えるという対応をとった。そのため保護者にとって大きく影響するようなことには至らず、
学校単位で問題は収まった。 
 　このケースでも学校給食会全体の給食費で会計処理を行えば、もっとうまく調整はできる可能
性があった。予算規模が大きくなるからである。例えば、未納者が多数出てきて、食材購入に支
障をきたすケースを想定した場合、学校単位よりも学校給食会全体の会計で対応するほうが、予
算規模が大きくなるため調整しやすいのである。さらに、公会計であれば税金がそこには投入さ
れるから不足等への対応は可能になる。公会計になれば、良し悪しは別にして、給食費が不足す
る事態が起こっても、子どもたちの給食提供に影響が出るようなことは起こり得ないということ
である。食材を購入する予算に対して、未納であったり使い過ぎであったりというなんらかの事
情で不足するという状態は、常に起こり得ると想定される。公会計化にしたときのメリットは、
そういう問題への対応策になると考えた。 
 　2010年、学校ICT事業として、在籍管理や成績管理を行う校務支援システムを導入すること
になった。そのときに、「学校徴収金とか学校給食費も管理できる仕組みも一緒に入れたらどうか」
という話を出した。学校徴収金や給食費に関してもシステム化して、管理できる仕組みを校務支
援システム構築の際に入れられないだろうかということを考えたのである。そのときは公会計化
するというよりも、少なくとも学校の現金管理の仕方をうまくシステム化する方途を探っていた
のであるが、校務支援システム導入の機会は、公会計化の観点から着手するチャンスではあっ
た。結果的には、時間的な問題や準備不足、予算的な問題からフルスペックですべてを校務支援
システムに取り入れることはできなかった。 
 　また、公会計化の問題が市議会で最初に取り上げられたのは、2012年9月議会である。公会計
化を要望する質問が出され、当時の教育委員会が「今後研究する」と答えているのが契機である。
その後、市と市教育委員会は検討を始める方向を打ち出して、翌年の9月議会で再度公会計化に
関する質問が出された際には、市長と教育長は共に「実施に向けて検討する」と答えており、公
会計化導入に舵をきったことを公的に示したのである。 
 　2013年11月に、市長トップダウン型の「学校給食費の公会計化に係るプロジェクト・チーム」
が設置された。このチームは、2012年10月に施行された「プロジェクト・チームの設置に関す
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る要綱」に基づくもので、庁内横断でボトムアップ型とトップダウン型のいずれかをとり、新規
の政策について検討するという組織である。公会計化の検討は、このチーム設置の初の事例となっ
た。ちなみに、この後、地域福祉関係、公共施設の資産の整理関係、国土強靱化の関係、障がい
者差別解消法のマニュアル作り関係などのプロジェクト・チームが設置されている。 
 　PTのメンバーは、行政経営課、会計課、財政課、教育委員会管理課、教職員課、研修センター、
学校の代表であり、学校教育課が事務局となった。PTの目的は、公会計化に向けた諸課題の整
理を行うとともに、2014年度に導入を予定する学校給食費徴収システムについて調査・研究を
行い、その仕様書原案の作成を行うことであった。 
 　Y氏が、そのチームのリーダーを担うこととなったのは、財政課長と行政経営課長のときであっ
た。 
 　このように、実質的に2013年が、公会計化に向けた企画づくりのスタートとなった。 
 　2014年7月にPTは、市長あてに報告書を提出した。結論的には、学校給食費を公会計化する
ことと示した。主な内容は、条例化、校務支援システムの活用、時期は中学校給食開始から試行
することなどだった。スケジュールは2015年10月から開始される中学校給食の実施をにらみな
がら時期を逆算し工程を提起したものである。 
 　この後、PTが示した課題に対する具体的な解決策の検討や実施に向けての作業については、
市教育委員会において設置した「公会計化実施に向けての検討委員会」が引き継ぐこととなった。 
 （2）公会計化の企画段階での特徴 
 　公会計化の企画を進める上で、Y氏がポイントとして挙げたことを、①仕組みづくりで留意し
たこと、②隣接事業を活用したこと、③債権管理問題と未納対応、④公会計化のメリット、⑤シ
ンプルな仕掛けのシステム、⑥公会計化と地方分権、の6点に整理して、以下に述べる。 
 ①仕組みづくりで留意したこと 
 　公会計化導入の検討にあたっては、徴収金の透明性や公平性、保護者の利便性、教職員の事務
負担など様々な課題があった。その中で、公会計化の仕組みづくりを考えていくうえで特に留意
したことは、次の3点である。 
 　1点目は、学校現場（以下「現場」とする）が使いやすい仕組みにすることである。実際にシ
ステムを動かすのは、現場であり、現場の理解と納得がなければ仕組みは稼働しない。教育委員
会の事務負担の問題よりも現場の理解を促すことを優先し、現場が使いやすい仕掛けにすること
を念頭に置いていた。当初の目的にもあったように、現場での事務処理の負担が大きくならない
ような仕組みづくりに留意した。一方で、学校徴収金も一括で行うことまで行き着けなかった原
因は、そういう大掛かりな仕組みをつくりきれなかったということになる。 
 　2点目は、保護者の利便性を考慮した徴収方法へのこだわりである。PTにおいて検討をはじ
めた当初から、教職員の負担軽減だけでなく、市民である保護者の利便性は強く主張していた。
公会計化によって、保護者にとって、銀行口座の変更であるとか提出書類が増えるなどの煩わし
さが増えることにもなりかねない。新規で給食が開始する中学校については、すべてが新規手続
きで進めることができるが、小学校はもう既に学校単位で独自に金融機関を指定するなど、それ
ぞれの方法で給食費の徴収と支払いの事務が進められていた。A市の場合は、小学校の取扱銀行
が都銀、地銀、郵貯など、金融機関が学校ごとに異なっており、多くの学校は事務処理の都合か
ら単独の金融機関を指定していた。保護者の利便性を考えると、希望するどの金融機関からでも
納付できるほうがよい。そこで、全保護者が手続きを取り直す必要がでてくる公会計化導入の機
会に、保護者の希望するどの銀行からでも引き落とせるシステムにすること、学校給食費とあわ
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せて学校徴収金も一括で処理するシステムにすることを、保護者の利便性の観点から検討した。
協力してもらう保護者にとってのメリットが必要だと考えていた。 
 　結果的には、学校給食費に関しては、保護者はどの銀行からでも対応できるような仕組みにで
きたが、学校給食費の徴収とあわせて学校徴収金もセットで整理する仕組みはできなかった。 
 　ただし、保護者の利便性にこだわったシステム作りは、後々、議会対応においては、公会計化
が単に学校の負担軽減だけでなく保護者にとっても負担を軽減することにつながるという点で意
味を持つことになった。 
 　3点目は、学校給食費の公会計化にあわせて、学校徴収金も一括で処理する仕組みづくりを検
討したことである。先行実施している近隣のN市が、学校給食費の公会計化導入の際に、学校徴
収金も同時に徴収するシステムを構築していたので、不可能ではないと考えていた。 
 　まずは、学校給食費と学年会計も含めて学校徴収金として全部集め、次に、その中から学年会
計と給食費を分けるシステムを導入するという案を企画した。その際に問題になったことが、2
つあった。1つ目は、学校給食費は公会計で扱えるが、学年会計等の学校徴収金は、内容的に考
えて公会計になじまないという点から私会計扱いとなることである。私会計となれば、学校徴収
金に係る手数料を市で負担するかどうかが問題となる。私金を公が代わりに徴収する場合の手数
料の取り扱いをどうするかという部分が、整理しきれなかった。2つ目は、システム提案業者の
既存システムの中には、学校徴収金を含めた収納管理システムがなかったことである。そのため、
システム化には大きなカスタマイズが必要となり、経費や導入業務の負担が過大になるという点
も断念した大きな理由であった。 
 　A市においては、学校徴収金も学校給食費とあわせて徴収するシステムづくりはできなかった。
当初は、保護者の希望する銀行口座で両方を処理できるところをゴールにしたかったが、そこま
で至らなかった。 
 ②隣接事業を活用したこと 
 　A市の公会計化導入にあたっての特徴のひとつは、隣接事業を活用したことである。従前から
ある校務支援システムの活用と、これから実施される中学校給食の実施機会の活用である。 
 　まず、2010年に導入した校務支援システムの活用であるが、給食費公会計化のシステムをつ
くるときに、稼働している校務支援システムにあるデータなどを活用して、作業の無駄をなくそ
うというものである。例えば、校務支援システムには児童・生徒の名前や住所等の個人情報が、
すでに蓄積されている。給食のシステム側でそれを活用できるようにすれば、基礎データとして
児童・生徒の名前や住所を入力する必要がなくなる。いっぽうで校務支援システムにはない口座
情報を追加することで、システム構築の際に効率化が図れるのではないかと考えた。既存の校務
支援システム側を給食側のシステム用にカスタマイズするような仕掛けづくりを心掛けた。保護
者からの徴収方法のカスタマイズにはいろいろな方法があるので、A市に合った方法を検討する
ように努めた。 
 　A市に合った方法を模索したのは、学校給食の実施方法が自治体によって異なるため、公会計
化の実施方法自体も異なっているからである。例えば、市全体が給食センター方式で給食を実施
している自治体で、これまでから支払い事務などを一括で会計処理している場合などは、学校ご
とで給食を調理する自校方式と比べて公会計への移行は行いやすい。そこには、献立が関係して
いる。同様に、献立が市内同一の場合も、調達する食材が同じになり、支払いも一括で処理する
ことができ、公会計化に移行しやすいと言える。ところが、A市は、調理は単独校方式の上に、
学校ごとに献立が異なる自校方式で、きめ細かい給食を実施している。そのため、支払等も個別
に行ってきた経緯がある上に、学校ごとに取り扱い金融機関が異なるという実態があった。この
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ようなことから、先行実施している市の取組などを視察していたが、ほとんど参考にすることは
できなかった。A市の状況に応じた形に落ち着いていったと言える。 
 　次に、中学校給食の実施時期の活用であるが、これは、公会計化の実施時期を決める上で大き
く影響した。公会計化に着手すると決めたときには、2015年10月から中学校給食が開始するこ
とが明確になっていた。そのため、中学校給食開始時期を公会計化のスタート時期として考えて
いた。公会計化と中学校給食のスタートのタイミングを合わせたのである。また、中学校給食が
10月という年度途中で開始されることから、その年度の残り半年間を、公会計化の試行期間と
して活用することとした。小学校の実施までに、細かい不具合等がないかを確認することができ
ると考えた。そして、翌年度当初から小学校も含めて公会計化を実施することとした。一斉に全
校でのスタートとなれば、不具合が起こった場合、その対応の規模も大きくなるし、入力作業等
の仕事量も膨らむこととなる。半年の時差が有効活用できたと考える。 
 　結果的に、A市での関連事業や給食方法の実施方法などの実態を勘案して、地域に合った形に
落ち着いてきたと言える。 
 ③債権管理問題と未納対応 
 　学校給食費の未納が社会問題化した後に、A市での公会計化に向けた取組は始まった。そのた
め、未納があることを前提として考えることの必要性は認識していた。公会計化によって、滞納
とか、その延長線上にある不納欠損とかの問題が表面化する場合も想定して検討を進めた。 
 　債権管理の問題への対応は、当然考えなければならない。従来型の校長と保護者との契約によ
る方法をとるのであれば、入学時に、給食申し込みの誓約書などの書類を交わすということも必
要になる。PTで検討し、契約関係については、支払いの根拠を明確にするために、条例化した
ほうがいいと報告書の中に書いた。公会計化を機会に、条例化することは、学校給食に関する支
払いや徴収の根拠を明確にすることに役立つと考えた。 
 　未納対応については、未納者と学校の関係を大事にしたいと考えて、未納の家庭への督促状な
どを渡すことは、学校の役割とした。自分のクラスの子どものどの子が未納なのかを把握するこ
とは、教育的な観点から必要だと考えた。学校という現場において、未納という事象を表面的に
捉まえるだけでなく、背景に何があるのかによっては、さまざまな対応の仕方がある。例えば、
経済的な困窮が督促状を渡す際に分かることにより、就学援助につなぐなどである。その部分を
学校が放棄する仕組みではいけない。未納という事象を教育委員会がすべて引き取ることで、学
校と子ども・保護者の関係が薄まるのはよくないと考えた。全部を教育委員会がやることによっ
て、学校が全部を教育委員会に任せるという状態は避けたい。そういう見方ができたのは、結果
的には自分（Y氏）が教育委員会にいたことがプラスになっている。学校の関わりをなくさない
ことについて報告書に書いたのもそういった意図からである。 
 ④公会計化のメリット 
 　A市では、学校給食会が年間約3億円の予算を動かしているが、その内容について関係者以外
は、詳しく知らない状況があった。それが公会計化することで、透明化することができる。先行
実施している自治体でも大きなメリットとしている点である。 
 　また、メリットはそれに加えて、現金を手元に置いて管理をしているリスクの面から考える
と、公会計化によって徴収の際に学校で現金を取り扱うことがなくなることから、リスクの軽減
にもなることが大きいと考える。公会計化によって、物理的な事務負担と精神的なリスク負担が
軽減されるのである。これによって、教職員を守ることにもつながる。公会計化を単に表面的な
事務量の軽減だけでとらえるのではなく、リスク管理の面から精神的にも教職員を守る仕掛けに
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もなっているという観点に注目すべきである。 
 ⑤シンプルな仕掛けのシステム 
 　今回導入を考える公会計化のシステムは、学校給食費だけを捉まえれば基本的にシンプルな仕
掛けを考えた。校務支援システムとの連携部分で少し手を入れる必要はあったが、本体の仕掛け
は、複雑なものではなかった。シンプルな仕掛けにすることで、学校・保護者・教育委員会の役
割分担等が分かりやすくなる。この「分かりやすさ」は、施策実施にあたって、理解を求める上
で、重要である。例えば、今回もPTAへの説明会において、学校・保護者・教育委員会の役割
とシステムの役割を全体フロー図で示した。その際、システムにおける徴収と支払いの仕組みが
シンプルであったことが、理解促進につながったのである。 
 　役所は、システムに期待しすぎてしまうことが一般的に多い。システム導入時に、機能を盛り
込みすぎるのである。それによって、使い勝手が悪くなったり、不具合が多く発生したりと失敗
するパターンが多いのである。現場主導で考えるとそういうシステムになりがちである。公会計
に関して言うと、学校の使い勝手に焦点を合わせることが重要である。教育委員会に任せると、
あれもこれもやろうと思ってシステムに入れすぎることが多く、うまくできないものになってし
まうケースがある。システムに頼ってはいけないのである。 
 　システム構築を検討する上で、先行実施している自治体の実施後の課題は、参考になった。近
隣のN市も導入当初、システム上のトラブル等があった。学校徴収金と学校給食費の両方を徴収
する仕組みのため、システムが複雑になっていた。当初は現場での対応も難しさが出ていたが、
その後、改善されていくことになった。シンプルな仕掛けは、先行事例での課題から必要性を感
じたことでもあった。 
 　課題になる点が先行実施で見えている場合は、その解決策も併せて検討することができる。A
市の後発は、いい意味での二番手作戦とも言える。 
 ⑥公会計化と地方分権 
 　今回のA市における公会計化導入は、大きな捉え方をすると地方分権改革と関係していると
考える。給食費を公会計化しなくてもいいというのは、文部省が昭和30年代に出した行政実例
にもとづいている 注2） 。それを盾にして今までは、給食費は公会計の扱いではないと判断してきた。
しかし、地方分権化という枠組みの中で、通知の制約にとらわれなくてもいいという判断をする
自治体が出てきたということである。その結果、それぞれの自治体が独自の判断で公会計化に踏
み切っていく流れができた。その点で、分権化が関係して、大きな流れを作ったと言える。全国
的に、給食費を独自で公会計化で実施するという地方公共団体が増えてきたというのはそういう
流れもあったと思う。 
 　国の通知に従う以外の対応が想定されなかったころを考えれば、今は、大きな制約がなくなっ
てきているのではないか。地方分権化が進むことによって、文科省そのものが考え方をあらため
る方向にようやく向かっている。例えば、学校徴収金や学校給食費の取り扱いについても、従来
の考え方のままではいけないのではないかという指摘をいろいろな所からされることもあり、よ
うやく考え方を変えてきたところがある。今回、公会計の取り扱いについて、照会をかけたとこ
注 2） 昭和32年12月18日付け委管第77号文部省管理局長通知等により「保護者の負担する学校給食費を歳
入にする必要はない」「校長が学校給食費を取り集め、これを管理することはさしつかえない」と示し
たもの。
森ノ宮医療大学紀要　第12号；85‒94, 2018
93
ろ、一部総務省の考え方に沿うような回答があったことも、変化してきていることが窺うことが
できる。 
 　A市の公会計化導入も、最近の流れである地方分権化で市町村である程度引き取ってできるよ
うになってきた状況の中でのことと言える。 
 4　まとめ 
 　Y氏への聞き取り内容をA市における学校給食費の公会計化が教育政策として創発した観点か
ら考察し、整理する。 
 （1）プロジェクト・チームの設置 
 　学校給食費の公会計化導入が教育政策として創発された最大の要因は、PTの設置である。市
長トップダウン型のPT設置は、その時点で、教育政策として何らかの結果を出すことが求めら
れる。ある意味で、創発を前提としている。 
 　PTは行政の縦割り組織を横断するメンバーで構成されており、そのことによって、各部署の
専門的知識を活用できたことや連絡調整を容易にしたことなどが、公会計化導入に関する検討を
推進することに効果があったと考えられる。 
 　また、PTリーダーのY氏が財政課長であったことは、政策として検討していく上で、市の財
政的側面を考慮した予算範囲に基づいた、現実的な計画につながっていった。さらに、関係部署
との調整においても、必要に応じて予算面の対応が図られた。 
 （2）学校給食費公会計化の背景 
 　本多（2015）は、学校給食費の公会計化を実施する自治体が増えてきている背景について、「い
くつもの要因が重層的に影響したように思われる」とした上で、「①学校給食費の未納者がクロー
ズアップされたこと、②債権者と債務者の関係が不明瞭であったこと、③学校や学校給食センター
で保管・管理する私会計としての学校給食費の横領や私的流用といった問題があったこと」を主
な理由として述べている 1） 。 
 　全国的には、特に、給食費の未納問題が社会問題化されたことを契機として、公会計化導入の
検討がなされてきた。A市における導入検討に、このような社会的背景があったことも大きく影
響している。 
 （3）中学校給食実施との関係 
 　今回の公会計化導入については、とくに中学校給食の開始が大きく関係している。前述のよう
に、A市においては、中学校は「保護者の愛情弁当を昼食にする」方針で、給食を実施していな
かった。ところが、時代や社会の環境変化の中で、市民からも中学校給食の実施を求める声があ
がってきた。市長選や市議会議員選挙での公約に取り上げられるようになり、2010年から給食
実施の懇話会や検討委員会を設置して、検討を行った結果、2015年から実施することとなった
のである。 
 　中学校給食実施の機会に公会計化導入の検討を行うことによって、公会計化導入の現実性が高
まった。中学校給食実施と公会計化を同時に政策化することによって、前述したように、実施時
期決定や試行期間がとれるなどのメリットがみられたのである。 
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 （4）アクターそれぞれの反応 
 　公会計化導入に関しては、市長・市議会議員の政治アクター、市長部局の行政アクター、市教
育委員会の教育委員会アクター、教員等の学校アクター、保護者を含めた市民アクターが関係し
ている。 
 　行政アクターである市長部局では、公会計化を検討することについて特に問題になることはな
かった。また、予算的に先行事例では、多額な経費がかかっているケースもあったことと比べる
と想定内の金額で収まったようである。公会計化について、特に予算があったり、補助金が付い
ていたりしたわけではない。その点では、財政課から提起された企画である点が大きい。 
 　教育委員会アクターは、プロジェクト・チームの報告以降、教育委員会内に公会計化検討委員
会を設置して具体的な作業を進めることとなった。時間的な制約もあり、作業的には大変な作業
となった。特に、学校教育課は、公会計化によって支払い事務など事務負担が一気に増えること
への危惧があり、対応のための人員を増やすことも要望していた。 
 　学校アクターは、まだ見えないシステムであることへの不安はあったが、事務の負担軽減を理
解した後は、具体的な課題の指摘をするようになった。 
 　政治アクターは、議会でも要望するなどしていたことから、公会計化導入には概ね賛同もしく
は後押しをしていた。 
 　保護者市民アクターは、長い目で見れば、新たな手続きによって公会計化のメリットである透
明化や利便性につながることを理解し、推進に協力的であった。 
 5　おわりに 
 　以上のように、本稿では、A市における学校給食費の公会計化導入の過程を、公会計化を企画
立案したY氏へのインタビューに基づき、そのプロセスと施策の特徴について論じるとともに、
A市の事例における自治体レベルの政策の創発を可能とした条件について論考した。 
 　その結果、学校給食費の公会計化が教育政策として創発する要因として、A市の事例からは、
①プロジェクト・チームの設置による市全体の取り組みになること、②学校給食費公会計化を必
要とする社会的背景があること、③市における隣接事業との関係があること、④教育政策に関係
するアクターの関わりが良好であること、などの知見が得られた。 
 　今後は、A市における公会計化に関する傍証資料等を検証すること、隣接事業との関係性を影
響度合いの観点から吟味すること、先行実施事例との比較による相違点の明確化、などによって
インタビュー内容を補強する必要がある。また、教育政策として創発した要因については、理論
的な政策決定モデルを参考にしながら分析し、精査する必要がある。本稿における論述内容を基
にしてさらに精緻なものにしていきたい。 
 　学校給食費については、公会計化を導入する自治体が少しずつ増えている現状にあり、今後も
検討が進むことになると予想されることから、基礎自治体で教育政策の企画・立案に尽力する実
務担当者に役立つものになるように、本研究の精度を高めたいと考える。 
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